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 （コード番号 7721 東証第一部） 

 問合せ責任者 取締役社長室長 安藤 毅 
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中期事業計画について 

 

このたび当社は、2013年度（平成 26年３月期）から始まった３ヶ年中期事業計画の概要を開示する

ことにいたしましたので、その内容についてお知らせいたします。 

当社は、2008年に社名を「トキメック」から「東京計器」に変更したことを契機に、「再建」から「成

長」へと転換すべく、2012年度までの５年間に亘る第一次成長戦略を策定し、推進してまいりました。 

2013 年度からの５ヶ年の中期経営方針に基づく３ヶ年中期事業計画では、効率化と高付加価値化に

より「既存事業を強化」することに加え、持続的な成長が期待できる新興国等への「グローバル化を推

進」し、時代や社会が求める課題を解決することで新たな需要を自ら創出しながら「事業領域を拡大」

することを骨格とした第二次成長戦略を策定し、目標の実現を担保する体制へと強化するため、事業構

造の改革、即ち 2013 年 4 月から導入したカンパニー制を定着させるとともに、開発、生産、販売、サ

ービス等の環境を整備し、人材の育成と組織力の強化にも注力してまいります。 

 

記 

Ⅰ 中期経営方針 

2013 年度からの５ヶ年中期経営方針が目指すところは、当社グループが長い間に培ってきた有形・

無形の資産を磨いて活かし、独自の付加価値と圧倒的な競争優位を継続的に創出し、持続的に成長し長

期的に発展することにより企業価値を向上させ、ステークホルダーの期待と要請に応えていくことであ

ります。この中期経営方針では次の３つの基本方針を掲げております。 

① グローバル化の推進 

 持続的な成長が期待できる新興国を中心とした海外市場を積極的に開拓し、海外売上高比率

を現在の 14.5%から 30%以上に高めてまいります。そのために、マーケット・イン商品投入の

促進、コスト競争力の強化、海外販路の充実、ワールドワイド・サービスネットワークの拡充

等の環境整備を推進してまいります。 

② 事業領域の拡大 

 東京計器グループが長い間に培い「強み」として保有している多種多様な技術と技能を練磨

し革新することで独自の付加価値を生み出し、他社が簡単には追従できないような「競争優位」

を持続的に創出しながら、「省エネ」、「環境」、「品質」、「安全」等の時代や社会が求める課題

を解決し、新たな需要を自ら創出してまいります。 

③ 既存事業の強化 

引き続き、生産をはじめ営業・技術・サービス・スタッフにおける生産性の向上と品質の改

善に努めながら、効率化と高付加価値化で収益を改善してまいります。 
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Ⅱ 中期事業計画 

2013 年度からの３ヶ年中期事業計画では、第二次成長戦略により期間内である 2015 年度（平成 28

年３月期）に連結売上高 570 億円以上（個別で 500 億円以上）、経常利益率 8%以上を目標にしており

ます。これを実現することにより、長期的で持続的な成長に向けた充分な投資を可能にし、かつ株主を

始めとしたステークホルダーの期待に応えてまいります。 
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※2010年度は資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う特別損失（863百万円）を計上 

 

図 過去の業績、当期の予想、将来の目標 

 

第二次成長戦略を加速し、中期事業計画を実現するために、2013 年 4 月 1 日よりカンパニー制を導

入いたしました。カンパニー制を導入したことにより、競争優位に結びつく開発、生産、販売、サービ

ス等の体制を整備しながら、権限を大幅に委譲され、より自律性と効率性の高い構造へと変革したカン

パニーは、市場やお客様に近い現場で、適時・適切に「人・もの・カネ」の投資を決定し、変化やニー

ズに迅速且つ柔軟に対応するスピード経営を目指してまいります。 

また、カンパニーの個別最適と東京計器グループの全体最適を両立させるために、コーポレート機能

も強化いたします。これにより、全体最適の視点から既存事業の選択と集中、不足する経営資源のＭ＆

Ａ等による補強することに止まらず、カンパニー制の縦割り組織からは生まれにくい新たな発想で、各

カンパニーが保有する技術、商品、販路等を横断的に組み合わせて新規事業を創出するなど、グループ

全体の企業価値も高めてまいります。 

なお、セグメント別の個別戦略は次のとおりであります。 

① 船舶港湾機器事業 

(1) 在来船ビジネスの事業拡大 

 2012 年 7 月より段階的に搭載義務化が始まった電子海図情報表示装置（ECDIS）に

ついてはトレーニング体制を充実させ拡販を推進 

 多様化する客先ニーズに対応した提案による機器換装需要、機器定期保守需要の掘り

起こしなどを強化 
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(2) 新商品の開発、新市場の開拓、新事業の創出 

 環境規制、省エネ（低燃費）、熟練船員不足等の船主・傭船者の課題解決のための高

付加価値商品の継続的な投入 

 中国内航船・漁船、オフショア、海洋資源等の新規市場への参入 

 協業等による新事業の創出 

(3) 海外拠点（販売、サービス、生産）の強化・拡充 

 北米地域（TOKYO KEIKI U.S.A.）や中国（東涇技器（上海）商貿有限公司）に続き、

欧州・アジア地域の販売・サービス拠点強化 

 国際的な価格競争力強化に向けた海外生産、海外調達の推進 

② 油空圧機器事業 

(1) 海外市場の開拓、拡販 

 海外プラスチック加工機械市場に回転数制御システムを柱とする海外戦略商品を投入 

 新たに設立した油圧機器の海外製造拠点であるベトナム現地法人（TOKYO KEIKI 

PRECISION TECHNOLOGY）で生産する電磁弁を軸に既存市場でのシェア拡大と 

新規顧客の獲得 

 中国を中心としたアジア市場でのシェア拡大、自動車産業が好況を維持する北米市場

での販売網の整備と強化 

(2) 国内市場の深耕拡販、新規顧客開拓 

 建機用油圧機器・電子機器等の新商品を切り口として建設機械市場を開拓 

 工作機械市場向けへのマーケット・イン発想による油圧応用装置（小型ユニット等）

の投入 

(3) 海外調達、海外生産の強化 

 アジア需要拡大に向けた海外生産拠点の拡大 

 コスト削減、リスク分散を考慮した海外調達の推進、対象アイテム拡充 

③ 流体機器事業 

(1) 4社協業による計装システムパッケージを創出し、海外水ビジネス市場の開拓 

 協業による共通ブランド「BLUEDGE」による展開 

 グローバル化に対応した超音波流量計・電波レベル計の拡販 

(2) 国内官需市場の維持拡大 

 大型公共投資が見込まれる国内市場（上下水道、農業用水、河川防災、気象観測等）

に流量計、電波レベル計の拡販 

(3) 国内外民需市場の新規開拓 

 高周波電波レベル計や石油用超音波流量計等、新商品の早期市場投入 

④ 防衛・通信機器事業 

(1) 防衛市場 

 F-15戦闘機を始めとした既存装備品の能力向上への対応等、改修・修理による既存装

備品事業の維持・強化 

 新規装備品及び既存装備品の能力向上の提案・受注活動の推進 

(2) 海上交通機器市場 

 新型半導体レーダーの提案・受注活動の強化 

 石油備蓄等の民間海域監視市場や海外市場の探索 
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(3) センサー機器市場 

 車両制御、動揺計測分野の開拓 

① 車両・機械制御市場等を継続的に開拓、新商品を投入 

② 地震計測市場への拡販 

(4) 通信機器市場 

 高出力マイクロ波関連応用機器の国内外市場開拓（プラズマ光源、紫外線殺菌、誘電

加熱等） 

 新型移動体衛星通信用アンテナスタビライザ―の投入 

 放送関連市場への新商品の投入（車載用防振カメラ等） 

 

 

【注意事項】 

本リリースに記載されている東京計器の中期事業計画、成長戦略等は、現時点における事業環境におい

て掌握可能な情報に鑑みてなされた東京計器グループの仮定及び判断に基づくものであります。従いまし

て、これらの情報には既知又は未知のリスクが内在しており、実際の業績等は業況の変化等により上記と

大きく異なる場合があることをご承知おき願います。 

 

以上 

【本件に関するお問い合わせ先】 

東京計器株式会社 社長室 （担当：小堀、藤井） 電話：03-3732-2122（直通） 

 


